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衆
議
院
議
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末
松
義
規
君
提
出
賃
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支
払
体
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規
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衆
議
院
議
員
末
松
義
規
君
提
出
賃
金
支
払
体
系
の
多
様
化
に
応
じ
た
規
制
緩
和
の
必
要
性
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答

弁
書

一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
「
労
働
者
の
同
意
が
あ
れ
ば
、
雇
用
主
以
外
の
第
三
者
か
ら
も
給
与
支
払
い
が
可
能
」
と
な
る
よ
う
な
規
制

緩
和
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
二

十
四
条
に
規
定
す
る
賃
金
の
直
接
払
い
の
原
則
は
、
労
務
を
提
供
を
し
た
労
働
者
本
人
に
労
働
の
対
価
で
あ
る
賃
金
全
額
が

完
全
か
つ
確
実
に
支
払
わ
れ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
賃
金
が
使
用
者
か
ら
直
接
労
働
者
に
支
払
わ
れ
な
い
こ

と
は
、
仮
に
本
人
の
同
意
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
賃
金
の
代
理
受
領
に
よ
る
中
間
搾
取
や
賃
金
の
支
払
を
代
行
す
る
者
が
倒

産
し
た
場
合
労
働
者
保
護
を
欠
く
こ
と
と
な
る
こ
と
等
の
弊
害
が
考
え
ら
れ
る
た
め
、こ
れ
を
認
め
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

昨
年
六
月
に
成
立
し
た
「
職
業
安
定
法
及
び
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条
件
の

整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
（
平
成
十
五
年
法
律
第
八
十
二
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
に

よ
る
改
正
前
の
職
業
安
定
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
三
十
三
条
の
四
に
お
い
て
は
、
飲
食
店
業
、
貸
金

一



業
等
と
職
業
紹
介
事
業
と
の
兼
業
を
禁
止
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
改
正
法
に
よ
り
同
規
定
は
削
除
さ
れ
、
本
年
三
月

一
日
に
施
行
さ
れ
た
。

一
方
、
改
正
法
の
国
会
審
議
に
お
い
て
、
貸
金
業
等
と
の
兼
業
禁
止
に
係
る
規
定
の
撤
廃
に
よ
り
、
強
制
労
働
や
中
間
搾

取
等
が
発
生
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
職
業
紹
介
事
業
の
許
可
基
準
に
お
い
て
必
要
な
対
応
を
図
る
こ
と
を
求
め
る
附
帯
決

議
が
な
さ
れ
た
。
こ
れ
を
踏
ま
え
、
平
成
十
六
年
二
月
二
十
四
日
付
け
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
長
通
達
「
職
業
紹
介
事
業

関
係
業
務
運
営
要
領
の
改
正
等
に
つ
い
て
」
別
添
一
「
職
業
紹
介
事
業
の
業
務
運
営
要
領
」
に
お
い
て
、
職
業
安
定
法
第
三

十
一
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
許
可
の
基
準
の
解
釈
と
し
て
、
貸
金
業
を
営
む
者
に
つ
い
て
は
貸
金
業
の
規
制
等
に
関

す
る
法
律
（
昭
和
五
十
八
年
法
律
第
三
十
二
号
）
に
基
づ
く
登
録
を
受
け
て
い
る
こ
と
等
を
示
す
と
と
も
に
、
許
可
を
行
う

際
に
当
該
要
件
を
満
た
す
者
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
、
職
業
安
定
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
労
働
省
令
第
十
二

号
）
に
規
定
す
る
職
業
紹
介
事
業
の
許
可
の
申
請
書
に
、
兼
業
す
る
事
業
の
種
類
を
記
載
さ
せ
る
こ
と
と
し
た
と
こ
ろ
で
あ

る
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
多
様
な
給
与
体
系
に
応
じ
た
社
会
保
険
料
の
徴
収
方
法
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な

二



い
が
、
週
払
い
又
は
日
払
い
の
場
合
で
も
、
原
則
と
し
て
、
健
康
保
険
及
び
厚
生
年
金
保
険
の
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
一
月

間
に
支
払
わ
れ
る
報
酬
や
賞
与
の
総
額
を
基
礎
と
し
て
、
労
働
保
険
の
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
一
年
間
に
支
払
わ
れ
る
賃
金

の
総
額
を
基
礎
と
し
て
、
そ
の
額
が
算
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
算
定
さ
れ
た
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
原
則

と
し
て
、
健
康
保
険
及
び
厚
生
年
金
保
険
に
つ
い
て
は
月
一
回
、
労
働
保
険
に
つ
い
て
は
年
一
回
、
事
業
主
よ
り
、
被
保
険

者
負
担
分
も
併
せ
て
納
付
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、多
様
な
給
与
体
系
に
も
適
切
に
対
応
で
き
て
い
る
と
考
え
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

労
働
基
準
法
は
、
労
働
者
の
保
護
の
観
点
か
ら
労
働
条
件
の
最
低
基
準
を
定
め
る
も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
就
業
規
則
の
作

成
又
は
変
更
に
当
た
っ
て
労
働
者
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
か
ん
が
み
れ
ば
、使
用
者
が
、

副
業
を
禁
止
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
一
律
に
法
律
で
制
限
を
設
け
る
の
で
は
な
く
、
事
業
場
の
実
態
に
即
し
て
使
用
者
と

労
働
者
が
十
分
話
し
合
っ
た
上
で
判
断
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
も
の
と
考
え
て
い
る
。

三


